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1．序論

1.1研究の背景と目的

近年、グローバリゼーションの進行に伴い、開発途上国では都市開発が盛んである。

このことは都市空間の急速な更新をもたらし、この制御・誘導について既存の空間構造と

の関係で都市計画の有効性が問われる局面も散見される。国連人間居住計画

(UN-HABm4T)の推計によれば、2005年時点で世界の都市人口31億7千万人のうち約3

害'l、約10億人がスラム地域に居住しており、しかも、その数は年率2.2%の害'l合で増加し

ている。こうした都市貧困層の拡大は、都市の発展にとって大きな課題である。都市化の

過程で地方分権化や市場の拡大、民主化を背景に、さまざまな開発の局面においてガバナ

ンスの確立など多様な主体の参加が求められ、都市貧困層を対象にした開発政策も、従来

の限られた財源をもとにした政府主導のトップダウン型からコミュニティの自立的な開発

を支援する参加型の事業方式へ、施策の展開もみられるようになってきた。

本研究で対象としたタイでも開発が進む他の諸国と同様の経過を辿っている。1990年代、

従来の都市貧困政策を見直す中で、イネーブリング・エンパワーメン卜施策が第7次国家

経済社会開発計画（92-96年）のもとに打ち出された。これに伴い92年にUCDO(Urban

Com,nunityDevelopmentOffice)がNHA(NationalHousingAuthority)の管理下で設置され、

都市貧困層コミュニティ内で組織化された貯蓄グループを対象にマイクロクレジット融資

事業(低利融資事業)が開始された｡その後2000年､UCDOはCODI(CommunityOrganizations

Developmentlnstitute)へと発展的に改組され、貯蓄グループを対象に住宅、土地開発や生

活自立支援などに向けた資金の貸付を拡大し、これらグループ間のネットワークの組織化

支援を行っている。第9次国家経済社会開発計画（2002-06）では、新たに「足るを知る経

済｣、「人間・社会・経済・環境資源のバランスの取れた開発」が提唱され、特に「持続可

能な都市・農村開発戦略の改革」の推進に際して、参加に重点を置き、地域のコミュニテ

ィの可能性を重視して、安定した持続的な社会を築いていこうというリバブルシティ／コ

ミュニティ(LivableCities/Communities)戦略が打ち出されている。そして、2003年には

CODI(CommunityOrganizationsDevelopmentlnstitute)の支援を受け、タイ全国の都市貧困

層コミュニティ2千地区の住環境改善を行うことを目的に､BaanMankongProgram(以下、

BMP)が開始された。この大規模な参加型の開発事業ではオンサイトからリロケーション

までこれまでに蓄積された開発方式の中から個別に選択することになっているが、これら

に新たな開発方式として、タイ全国のBMP実施地区のうち約4割の地区で小規模な住民

組織を組織化して再開発や修復型の事業を遂行していく方式が加わっている。

コミュニティを対象にした再開発、修復型開発のいずれにおいても、従来はコミュニテ

ィ全体をひとまとまりとした開発がなされることが多い。この場合、全体の合意をどのよ

うに形成するかが課題であり、ともすれば行政機関やリーダーシップによるトップダウン

が先行しがちである。また、これまでの開発、とりわけ都市部においては事業に同意しな

い住民や参加しない住民は住んでいた地域から排他（強制撤去）されている。
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これに対し、住民の小規模な組織化によりアプローチするボトムアップ型の開発方式は、

計画・立案段階から事業後の維持管理段階までの一連のプロセスにおいて住民の発意や意

思を尊重し主体性を確保している。住民の有効なエンパワーメン卜手段となりうる。本研

究の対象事例の一つであるソンクラー県・ガオセン地区では、路地などの共的空間のデザ

インを小規模住民組織で計画実施することで、参加できない（しない）住民も開発区域に

包含しており、地域全体の底上げに繋がる可能性がある。今日、コミュニティ開発はソフ

トからハードまでさまざまな広がりを持つに至っているが、こうしたボトムアップ型の、

しかもプロセスでの変更を組み込むことが可能な開発方式は、マイクロクレジットから共

同建替え、そしてオープンスペースや路地などの共的な居住空間のデザインまで包含して

おり、持続的なまちづくりを目指す上でも注目すべきものであると考える。

本研究では､2003年にCODIによりBMPの10パイロットプロジェクトに選定された地

域のうち、それぞれで異なる開発の特徴が見られたバンコク都・ボンガイ地区とソンクラ

ー県・ガオセン地区を対象とすし、小規模住民組織を単位とした住環境整備における計画

及び事業について計画論的視点から考察し、都市貧困層に対する住環境整備の計画実施の

実現性を向上させるための方法論について考察する。
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1.2研究の方法

主な研究の調査方法は、文献調査（第1章から第3章)、聞き取り調査（第3章から第5

章)、質問紙調査（第4章、第5章)、参与観察（第3章から第5章）が主であり、質問紙

調査で得られたデータについては、StatisticProgramfbrSocialScience(SPSS)(2)を使用し

て統計分析を行った。

ボンガイ地区でBMPの対象になっている202世帯の中で、すでに第1フェーズのBMP

に参加している73世帯を対象に、聞き取り調査や参与観察により定性データ収集及び、質

問紙調査（61項目）を2004年6月、9月、2005年3月、5月から7月上旬、8月、2006

年9月、2007年6月、2008年3月に実施した。サンプリング方法は、聞き取り調査で得ら

れた世帯構成から、成人を対象とすることで一世帯あたり平均3票とした。また、同様の

開発が行われているソンクラー県ガオセン地区では､BMPへ参加した127世帯と不参加世

帯の住民を対象に、関係住民や協同組合リーダー、ゾーンリーダー、小規模住民組織リー

ダー、ソンクラー市役所、CODI職員（ガオセン地区担当者）への聞き取り調査と参与観

察による定性調査及び、現地住民6名の協力のもと面接方式による質問紙調査(114項目）

を2007年6月、10月、2008年9月に実施した。

（

1.3既往研究の整理と本研究の位置づけ

相隣関係に基礎づけられた小規模住民組織を対象とした開発整備に関する既往研究は、

延藤ら(1979)のまちづくりの理論・手法としてミニ開発を対象とした計画的小集団開発に

関するもの、恩田(2001)や坪井(2003)グラミン銀行にみられる小グループでのマイク
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ロクレジットを対象にしたもの等があるが、小規模住民組織からコミュニティ全体へとい

った開発プロセスを含む住環境整備を対象とする研究は少ない。

そこで本研究は、住環境整備を目的としたコミュニティ開発方式における小規模住民組

織の組織化過程、役割、特性について明らかにし、その計画モデルの構築（ソフトからハ

ードまで）を試みるものである。参加型アプローチによる小規模住民組織からコミュニテ

ィ全体へといったプロセスを含む住環境整備を対象とする開発モデルを構築し、その利点

や課題を明らかにする点が独創的である。

2.タイの都市貧困政策の展開

タイの都市貧困層コミュニティにおける住環境改善策の変遷は、開発途上国の典型的な

ケースといえる。70年代にNHA(NationalHousingAuthority)の設立と伴に集合住宅建設

を開始し、70年代後半から80年代にかけて、サイト．アンド・サービスや土地分有事業

などの特徴的な事業を取り入れ、80年代後半には、コミュニティを対象とした開発にCBO

やNGOが参加する仕組みが作られ、公共主導のハード整備重視から、住民参加による居

住環境改善事業におけるマイクロクレジットの導入にみられるようなインセンテイブを活

かしたエンパワーメン卜・イネーブル政策へという転換が見られた。90年代には、インフ

ラや住宅などのハード整備を行ってきたNHAに加え、都市コミュニティ開発事務局

(UCDO)による貯蓄グループを対象とした小規模融資事業が開始された｡その後2000年、

UCDOは農村コミュニティの開発基金と併合しCODIへと発展的に改組され、個々の貯蓄

グループ形成やコミュニティ支援から、ネットワークへの支援に活動を拡大しており、住

宅建設や住環境整備、生活自立支援などに向けた資金の貸付を行い、各種の情報の提供、

訓練プログラムへの参加の促進を支援している。近年、タイ経済社会開発庁(NESDB)の

第9次国家経済社会開発計画(2002-06)では、従来の経済中心の開発からコミュニティを

基盤にした社会開発への展開が見られるが、これを受けてCODIでは、政府と協調しつつ

2003年から5年間の期間に、全国の2百の都市における都市貧困層30万世帯、2千のコミ

ュニティを対象に、現存する土地所有問題を解決し、住宅、基盤施設の整備、福祉・経済

状況等の改善等を目的とした「BMP(バーン・マンコン・プログラム)」事業を打ち出し

ている。

3°CODIにおける住民を主体とする住環境整備計画及び事業

CODIでは、政府と協調しつつ2003年から5年間の期間に、全国の2百の都市におけ

る都市貧困層30万世帯、2千のコミュニティを対象に、現存する土地所有問題を解決し、

住宅、基盤整備、福祉や経済状況等の改善等を目的とした住環境整備事業（バーン・マン

コン・プログラム：以下、BMP)を打ち出している。BMPは、経済開発のみならず社会開

発にわたる包括的な都市貧困問題を解消していくために、住民プロセスを重視し、コミュ

ニティの絆を強化することも一つの狙いである。最終的には、開発プロセスにおいて、住
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民を中心として様々な関係者との間でパートナーシップを構築して問題解決を図り、持続

可能な新しい都市開発のモデルをつくることを目的としている。具体的なBMPの事業形

態は、各コミュニティで物的環境によって違いはあるが、主に次の5つあげられる。①ス

ラム地区のインフラストラクチャー等を段階的に改善していく地区改善(Slum

Upgrading)、②複雑に入り組んだ地区の区画を整え、道路、上下水道、電気等のインフラ

を整備する再区画整備方式(Re-blocking)、③土地所有者に所有地の一部の占有利用を認

め、それ以外の部分をスラム住民のために開発する土地分有方式(Landsharing)、④自然

発生的に形成された住宅群を撤去し、オンサイトによって新たな住宅地を形成する再開発

方式(Re-construction)、⑤他の土地へ移転させ、そこに新たな居住地を形成する再撤去．

移転方式(Re-Iocation)、等である。これら事業の中から、CODI､関係機関､住民組織(CBO)

などの連携のもと、どのような事業形態がコミュニティに対して望ましいのかが、住民に

よって話し合われ、結果的にコミュニティのニーズに合わせた事業を決定している。

4.小規模住民組織を単位とした住環境整備の計画と実践:ボンガイ地区の事例より

住環境整備事業の過程において、内部で小規模な住民グループを組織して実施してい

くボンガイ地区の事例から次のような点が指摘できる。

第一に、小規模住民組織メンバー間における相隣関係の構築によって、開発情報などが

身近に共有され、これによって、コミュニティの環境整備がより実効性を増す結果につな

がっている。

第二に、住環境整備事業(BMP)は、タイの都市貧困層30万世帯を対象に5年間の期

限を限った大規模なプロジェクトであるが、この事業を円滑に推進するために、経験と実

績のある小グループを対象にした都市貧困者の生活向上のためのマイクロクレジットの方

法を重ね合わせている。コミュニティが直面する危機を乗り越えられた要因としてセービ

ング活動が挙げられる。小規模住民組織を単位とした住環境整備計画及び事業は、共通の

問題意識をもって、収入や身分は関係ない平等の立場で、自らのニーズの自己実現のため

の活動を展開し､結果的にコミュニティ全体へと広がっていくものと考えることができる。

第三に、小規模住民組織を通したコミュニティ活動への参加機会によって、住民がエン

パワーメン卜され、コミュニティ全体としても改善活動の展開が可能になった。

第四に、開発過程において小規模住民組織が主体的な役割を担うことで、計画の確実な

実践と連続的な活動を実施していくことが可能であることを示した。

ボンガイ地区は火災からの復興という事情や経済的制約から画一的な住棟配置が選択

されたが、5章で示すガオセン地区のように環境条件次第では、小規模住民組織ごとに、

それぞれの事情に合わせた整備方針の立案が可能となる。
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5.重層的な開発アクター設定による住環境整備計画及び事業:ガオセン地区の事例より

ガオセン地区の事例から、小規模住民組織を単位とした住環境整備における計画及び事

業の特性について下記の四点が明らかになった。

第一に、小規模住民組織が開発の単位となるに際して、そこには次のような様々な要因

が関係している。a)CODIの支援するセービング活動に参加している住民（世帯）である

こと、マイクロクレジット型の貯蓄活動の目的は多様であるが、この場合は住宅・住環境

整備に参加する目的で貯蓄を行っている住民が対象となる。b)日常的な相隣関係が成立

している集団である。この場合、移住等の歴史的な過程で宗教的にもまとまっていること

が多い。c)計画の単位として、あるいは実施の容易さから意見のまとまりやすい小規模住

民組織が求められたこと（合意形成)。

第二に、コミュニティ開発としてみると、カラー区域を中心に住環境整備の単位とし、

それぞれの状況に応じて参加住民の住宅の建設・再配置を行う柔軟なプロセスが組み込ま

れている。事業実施までのプロセスは、①協同組合による住民の特定（上記、事業への条

件を参照)、政府、CODIによるBMPの計画決定→②ゾーンリーダーを中心としたカラー

による小規模な区域区分→③カラー区域内の貯蓄グループ住民や相隣関係の小規模住民組

織としての再組織化（重層的な開発アクターの設定）→④小規模住民組織を単位とした、

ワークショップ形式による各区域の改善型開発と住宅建設・改善計画の立案→⑤各ゾーン

の住民会議において計画方針が決定→⑥コミュニティ全体のBMP会議で承認され計画が

決定→⑦住宅建設及び路地の整備の実施、である。

第三に、小規模住民組織をコミュニティ開発の単位として捉えることでコミュニティ全

体の合意を取り付けなくとも、事業の実施が容易になる。また街区単位の共的空間の提案

に示されるように住民にとっても小規模単位でまとまることで開発の意向を反映させやす

くなる。その一方でこの個別の意見の反映については、コミュニティとしての全体的なま

とまりを損なうことになる可能性もある。

第四に、この開発方式は、事業へ参加しない住民も開発区域の中に包含する方式であり、

そのプロセスと連続的な活動展開により地域全体の底上げに繋がる可能性を有している。
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6.結論

上記に示したように、開発プロセスにおいて小規模住民組織が主体的な役害llを担うこと

で、計画の確実な実践と連続的な活動を実施していくことが可能であることを示した。ポ

ンガイ地区は火災からの復興という事情や経済的制約から画一的な住棟配置が選択された

が、カセオン地区のように環境条件次第では、小規模住民組織ごとに、それぞれの事情に

合わせた整備方針の立案が可能となる。
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